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<要旨>
昨年，ポスト・ケインズ派経済学を1冊の「百科事典」のような形でまとめた『ポスト・ケインズ派の経済

理論』(第二版) (King〔Ed.〕2012)の邦訳が刊行された。その編集者であるキング(JohnEdwardKing)が『上級ポ

スト・ケインズ派経済学入門(Advanced Introduction toPostKeynesianEconomics)』において，「ポスト・ケインズ

派経済学の核心」(King 2015, p. 4)であり，かつ「マクロ経済理論の基本」(King 2015, p. 6)となるものとして，

「総投資と総貯蓄の関係」(ibid.)を挙げている。その場合，「因果関係は，投資から貯蓄に流れるのであってそ

の逆ではない」(ibid.)とされている。そして，その経済は，「真に重要な意思決定が家計や個々の消費者によっ

てではなく企業によってなされる資本主義経済を取り扱っている」(ibid.)ものであるとされている。その経済

とは，伝統的な(「古典派」)経済学では解決できなかった，「経済学の第1の危機」とさえ呼ばれた，大恐慌

期の大量失業問題にたいして理論的解明を与えて，マクロ経済学を誕生させたケインズ(JohnMaynardKeynes)
が想定する「貨幣を使用する企業家経済」(Davidson1994, p. 2)なのである。そして，その「マクロ経済学の意

図しているところは，〔「新しい古典派」の経済学とは対照的に〕抽象的な理論ではなくて，現実世界の問題を

解決する実践的政策のためのモデルなのである」(Davidson1994, p.12)と，米国のクリントン大統領経済諮問委

員会の一員であり，また，1994-96年に米連邦準備制度理事会副議長も務めたブラインダー(AlanBlinder)が認

めているところのものなのである。

ケインズのマクロ経済学の骨格は，Keynes (1933) において提示されているとされているが，マクロ経済学

の「基本前提」は，Kalecki (1933) において提示されているものなのである。その「マクロ経済学の基本前提」

とは，「貯蓄と投資の均等は，所得とのかかわりによってもたらされる」ものであり，その場合，「貯蓄は投資

によって決定される」というものなのである。カレツキのマクロ経済学は，有効需要の論理にもとづいて所得

は決定されることを示すKalecki (1933) に，Kalecki (1938) による国民所得の分配比率決定の独占度理論を結

合させることにより成立するものである。ただし，カレツキによる投資の「乗数効果」についての認識は，

Kalecki (1939) において，初めて明示されているものなのである。Kalecki (1939) の「乗数理論」では，貯蓄と

投資が，所得を通じて均等になることが明らかにされているのであるが，そこでは，「在庫の存在」が理論上

不可欠なものであることが立証されている。それゆえに，投資の「乗数効果」が，Davidson (1994, pp. 37-42) や
Samuelson (1980, pp. 216-218) に見られるような「波及的効果(spillover effect)」として理解されるものではなく，

「即時的効果(instantaneous effect)」として捉えられるべきものであることが示されている。それによって，貯

蓄と投資の均等が，投資需要の増加の波及が行き着いたときになって初めて明らかにされるという「波及的乗

数効果理解」とは異なり，Kalecki (1939) が展開する乗数理論では，「即時的乗数効果理解」により，いつなん

どきでも，貯蓄と投資の均等が成立していることを示す「乗数関係」が明らかにされているのである。それは

また，経済変動の過程のなかで，不確実性に直面する資本家が，期待にもとづき在庫の増減を自ら判断すると

いう，自由な意思を反映させた現実的な理論である。そして，個別経済主体の自由な行動を超えたところに，

「社会の法則」が見出されるということを明らかにしているものなのである。「乗数」効果の理解の多くは，

「波及的乗数効果理解」として示されることが多いが，それは，需要の増加を在庫減によって全て賄ったとし

ても，その在庫減を完全に補う生産の増加が「暗黙の前提」としておこなわれているという「強い仮定」を置

くものであり，いわば，「古典派理論の想定する特殊な事例(the special case)」(Keynes 1936, p. 3) を彷彿とさせ

るようなものなのである。そして，それは，「あいにくわれわれが現実に生活を営んでいる経済社会の実相を

映すものではない。それゆえ……経験的事実(the facts of experience)に適用しようとするならば，その教えはあ

らぬ方向へ人を導き，悲惨な結果を招来することになろう」(ibid.) というKeynes (1936) による言説を想起さ

せるようなものなのである。
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ケインズのマクロ経済モデルでは，所得分配の要素が取り入れられていない。2021年10月4日に第100代
内閣総理大臣に就任した岸田文雄氏は，「新自由主義からの転換を目指し……成長と分配」(岸田 2021, p. 8) を
重視するとしている。有効需要の論理にもとづいて「成長」をめざし，そして，「分配」の要素を重視するな

らば，それは，ケインズではなく，まさに，カレツキの有効需要の原理である。岸田内閣には，カレツキが展

開した理論的枠組みの下で，具体的に有効な政策を打ち出すことが望まれる。
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Ys :総供給(総生産)，Y:国民所得，P :利潤，W:賃金， Yd :総需要，Ck :資本家の消費，A:投資，Cw:労働
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(1)Ys=Y
(2)Y=P+W
(3)Yd=Ck+A+Cw

(4)Ck=B0+λP
(5)P= ( 1 － α)Y

(6)A=
－

A

(7)Cw=W
(8)Ys=Yd

(9)Y*=B0 / {(1 －α) ( 1 －λ)} + [ 1 / {(1 －α) ( 1 －λ)} ]
－

A

III. 考察

カレツキの「乗数理論（一般型）」（Kalecki 1939）

(10)⊿Y= [ 1 / {(1 －α) ( 1 －λ)} ]⊿A 〔⊿Y:国民所得の増加分，⊿A:投資の増加分〕

(11)m=1 / {(1 －α) ( 1 －λ)} 〔m :乗数〕
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